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令 和 ３ 年 度 宍 粟 市 各 会 計 決 算 に 基 づ く 

健 全 化 判 断 比 率 等 に 係 る 審 査 意 見 書 

 

１  審 査 の 期 間  

令 和 ４ 年 ７ 月 ６ 日  ～  令 和 ４ 年 ８ 月 １ ７ 日  

 

２  審 査 の 対 象  

令 和 ３ 年 度 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金 不

足 比 率  

 

３  審 査 の 方 法  

市 長 か ら 提 出 さ れ た 健 全 化 判 断 比 率 、 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と

な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 が 適 正 に 作 成 さ れ て い る か を 主 眼 に 、 関 係 諸 帳 簿 等

と の 照 合 並 び に 関 係 職 員 か ら 説 明 を 聴 取 し 審 査 し た 。  

 

４  審 査 の 結 果  

 (1)総 合 意 見  

審 査 に 付 さ れ た 下 記 の 健 全 化 判 断 比 率 、 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と

な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 は 、 い ず れ も 適 正 に 作 成 さ れ て い る も の と 認 め た 。  

 

記  

 健 全 化 判 断 比 率                        （ 単 位：％ ） 

区    分 令和３年度 令和２年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － 12.77 20.0

連結実質赤字比率 － － 17.77 30.0

実質公債費比率 6.9 7.9 25.0 35.0

将来負担比率 65.4 83.7 350.0
 

資 金 不 足 比 率                         （ 単 位：％ ） 

 

令和３年度 令和２年度 経営健全化基準

水 道 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

病 院 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

区      分

法
適
用

 
 

 ※ 早 期 健 全 化 基 準 、 財 政 再 生 基 準 、 経 営 健 全 化 基 準 は 令 和 ３ 年 度 に お け る 基 準 で あ る 。  
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① 実 質 赤 字 比 率  

普 通 会 計 （ 一 般 会 計 ） ベ ー ス に お け る 実 質 赤 字 額 が 標 準 財 政 規 模 に 占 め る 割

合 で 、 令 和 ２ 年 度 及 び 令 和 ３ 年 度 と も に 赤 字 額 が 生 じ て い な い こ と か ら 「 － 」

で表示しており、令和３年度における早期健全化基準の 12.7７％を下回っている。 

 

② 連 結 実 質 赤 字 比 率  

全 て の 会 計 （ 一 般 会 計 、 ５ 特 別 会 計 、 3 公 営 企 業 会 計 ） を 合 わ せ た 赤 字 額 が

標 準 財 政 規 模 に 占 め る 割 合 で 、 令 和 ２ 年 度 及 び 令 和 ３ 年 度 と も に 赤 字 額 が 生 じ

て い な い こ と か ら 「 － 」 で 表 示 し て お り 、 令 和 ３ 年 度 に お け る 早 期 健 全 化 基 準

の 17.7７ ％ を 下 回 っ て い る 。  

 

③ 実 質 公 債 費 比 率  

一 般 会 計 の 元 利 償 還 金（ 繰 上 償 還 額 は 除 く ）、公 営 企 業 等 に 係 る 一 般 会 計 か ら

の 繰 出 金 及 び 構 成 市 町 と な っ て い る 一 部 事 務 組 合 に 係 る 経 費 負 担 の う ち 、 元 利

償 還 金 に 充 て ら れ た 額 等 の 合 計 額 が 、 標 準 財 政 規 模 （ 償 還 金 等 及 び 標 準 財 政 規

模 と も に 元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 は 除 く ） に 占

め る 割 合 で 、 令 和 ３ 年 度 （ ３ か 年 平 均 ） は 6.9％ と な っ て お り 前 年 度 （ ３ か 年

平 均 ） よ り 1.0 ポ イ ン ト 減 少 し た 。  

主 な 要 因 と し て は 、 元 利 償 還 金 で 公 営 企 業 債 （ 下 水 道 事 業 等 ） に 対 す る 繰 出

金 が 増 加 し 、 あ わ せ て 、 普 通 交 付 税 に 算 入 さ れ る 公 債 費 等 が 減 少 し た が 、 計 画

的 な 繰 上 げ 償 還 の 実 施 に よ り 元 利 償 還 金 が 減 少 し 、 に し は り ま 環 境 事 務 組 合 の

元 利 償 還 金 が 経 年 減 少 し た た め 、 結 果 と し て 1.0 ポ イ ン ト の 減 と な っ た 。  

な お 、早 期 健 全 化 基 準 25.0％ は 下 回 っ て い る 。ま た 、地 方 債 発 行 が 県 へ の 協

議 制 か ら 許 可 制 と な る 18.0％ を 11.1 ポ イ ン ト 下 回 っ て い る 。  

 

④ 将 来 負 担 比 率  

一 般 会 計 に お け る 地 方 債 残 高 、 企 業 会 計 等 に お け る 地 方 債 残 高 の う ち 一 般 会

計 か ら の 繰 出 見 込 額 、 一 部 事 務 組 合 に 係 る 負 担 見 込 額 、 退 職 手 当 負 担 見 込 額 の

合 計 額 が 、 標 準 財 政 規 模 （ 将 来 負 担 額 及 び 標 準 財 政 規 模 と も に 交 付 税 に 算 入 さ

れ る 額 等 は 除 く ）に 占 め る 割 合 で 、令 和 ３ 年 度 は 65.4％ と な っ て お り 、前 年 度

よ り 18.3 ポ イ ン ト 減 少 し た 。  

主 な 要 因 と し て は 、 充 当 可 能 な 財 源 で 普 通 交 付 税 に 算 入 さ れ る 公 債 費 等 が 減

少 し た が 、 デ ジ タ ル 社 会 推 進 基 金 な ど 新 た な 基 金 を 新 設 す る こ と に よ り 基 金 残

高 が 増 加 し た 。 ま た 、 将 来 の 負 担 額 と し て は 、 計 画 的 な 繰 上 げ 償 還 の 実 施 に よ

り 一 般 会 計 地 方 債 残 高 が 減 少 し 、 大 規 模 整 備 が な い こ と に よ る 公 営 企 業 債 の 元

利 償 還 金 に 対 す る 繰 出 見 込 額 が 減 少 し た た め 、 結 果 と し て 18.3 ポ イ ン ト の 減

と な っ た 。  

な お 、 令 和 ３ 年 度 に お け る 早 期 健 全 化 基 準 の 350.0％ を 下 回 っ て い る 。  
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⑤ 資 金 不 足 比 率  

各 公 営 企 業 の 資 金 の 不 足 額 の 事 業 規 模 に 対 す る 割 合 で 、 令 和 ２ 年 度 及 び 令 和 ３

年 度 と も に 全 て の 公 営 企 業 会 計 で 資 金 不 足 額 が 生 じ て い な い こ と か ら 「 － 」 で 表

示 し て い る が 、 下 水 道 事 業 に お い て は 、 一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 で 収 支 が 成 り 立 っ

て い る 。  

な お 、 令 和 ３ 年 度 に お け る 経 営 健 全 化 基 準 の 20.0％ を 下 回 っ て い る 。  

 

(2)個 別 意 見  

① 連 結 実 質 赤 字 比 率 に つ い て  

全 会 計 の 実 質 収 支 、 資 金 不 足 額 の 合 計 は 黒 字 で あ る 。  

予 算 の 執 行 率 と 不 用 額 の バ ラ ン ス を 保 ち な が ら 、 引 き 続 き 健 全 な 財 政 運 営 に 努

め ら れ た い 。  

 

② 実 質 公 債 費 比 率 に つ い て  

実 質 公 債 費 比 率（ ３ か 年 平 均 ）は 前 年 度 と 比 較 し て 1.0ポ イ ン ト 減 少 し 、早 期 健

全 化 基 準 以 下 と な っ て い る だ け で な く 、 地 方 債 許 可 団 体 と な る 18.0％ を 下 回 っ て

い る 。  

こ れ は 、平 成 22年 度 以 降 、計 画 的 に 繰 上 償 還 を 実 施 し た こ と に よ り 元 利 償 還 金

が 減 少 し た 結 果 に よ る も の で 、令 和 ３ 年 度 に お い て も 1,210,694千 円 の 繰 上 償 還

が 実 施 さ れ て い る 。  

し か し な が ら 、 少 子 高 齢 化 、 人 口 減 少 に は 歯 止 め が か か ら ず 、 交 付 税 に 大 き く

依 存 す る 財 政 基 盤 の 弱 い 本 市 に お い て は 、 更 な る 財 政 の 健 全 化 と 比 率 の 抑 制 を 図

る べ く 民 間 資 金 等 の 繰 上 償 還 等 に よ り 実 質 公 債 費 比 率 の 抑 制 に 努 め ら れ た い 。  

 

③ 将 来 負 担 比 率 に つ い て  

将 来 負 担 比 率 に つ い て も 、 前 年 度 と 比 較 し て 18.3ポ イ ン ト 減 少 し て い る 。  

令 和 ３ 年 度 末 の 将 来 負 担 額 の 総 額 は 48,879,962千 円 で 、 そ の 内 普 通 会 計 に お

け る 地 方 債 現 在 高 は 29,015,335千 円 、 公 営 企 業 債 等 に 係 る 繰 出 金 及 び 組 合 負 担

等 見 込 額 は 17,136,044千 円 で 起 債 償 還 に 係 る も の が 全 体 の 94.4％ を 占 め て い る 。 

分 子 と な る 将 来 負 担 額 の 内 、 充 当 可 能 な 基 金 、 公 営 住 宅 家 賃 の 特 定 財 源 、 地 方

債 償 還 財 源 と し て 交 付 税 算 入 さ れ る 額 を 除 く 一 般 財 源 負 担 額 は 、7,732,180千 円

で 、 計 画 的 に 繰 上 償 還 を 実 施 し た こ と に よ り 元 利 償 還 金 が 減 少 し た な ど の 結 果 、

令 和 ２ 年 度 よ り 1,924,191千 円 の 減 と な っ た 。ま た 、分 母 の 標 準 財 政 規 模 か ら 算

入 公 債 費 等 を 除 い た 額 に つ い て は 288,849千 円 の 増 と な っ た た め 、結 果 と し て 将
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来 負 担 比 率 は 65.4％ と 前 年 比 で 18.3ポ イ ン ト の 減 と な っ た 。  

今 後 、 波 賀 生 活 圏 の 拠 点 づ く り や 新 病 院 の 建 設 事 業 、 見 通 し の つ か な い コ ロ ナ

対 策 、 ま た 、 上 下 水 道 を 中 心 に 施 設 の 耐 用 年 数 を 迎 え 、 新 た な 経 費 の 増 加 が 見 込

ま れ て お り 、 更 な る 計 画 的 な 財 政 運 営 が 必 要 と な る 。  

今 後 も 、 将 来 負 担 の 軽 減 に 努 め ら れ た い 。  

 

④ 資 金 不 足 比 率 に つ い て  

各 公 営 企 業 と も 資 金 不 足 を 生 じ て は い な い が 、依 然 と し て 厳 し い 状 況 で あ る 。

ま た 、上 下 水 道 事 業 特 別 会 計 に つ い て も 、施 設 の 長 寿 命 化 に 努 め る 必 要 が あ り 、

今 後 も 将 来 的 な 施 設 更 新 に 向 け よ り 一 層 の 経 営 改 善 に 努 め ら れ た い 。  

 

⑤ ま と め  

計 画 的 な 繰 上 償 還 等 の 実 施 に よ り 、実 質 公 債 費 比 率 に つ い て 25.0％ を 下 回 っ

て お り 、 将 来 負 担 比 率 に つ い て も 、 同 じ く 計 画 的 な 繰 上 償 還 等 に よ り 減 少 傾 向

が 続 い て い る 。 こ れ ら の 比 率 は 、 財 政 健 全 化 法 に 示 さ れ て い る 基 準 に は 該 当 せ

ず 、 健 全 な 財 政 運 営 に 努 め て い る 結 果 で あ る が 、 あ く ま で も 現 状 の 財 政 状 況 の

指 標 で あ り 、 宍 粟 市 に と っ て 最 大 の 懸 案 事 項 で あ る 人 口 減 少 の 要 素 は 含 ま れ て

い な い 。  

令 和 ３ 年 度 よ り 普 通 交 付 税 が 一 本 算 定 と な り 、 交 付 税 に 大 き く 依 存 す る 宍 粟

市 に と っ て は 、 依 然 厳 し い 現 実 に 立 た さ れ て い る 。 長 期 的 な 視 点 に 立 ち 、 人 口

減 少 社 会 を 見 据 え る 中 で 、 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 と い う 理 念 に 基 づ き 、 効 率

的 な 業 務 の 運 営 と 更 な る 改 善 に 引 き 続 き 取 組 む 必 要 が あ る 。  

本 当 に 必 要 な も の は 何 か 、 削 減 で き る 事 業 は な い か 日 常 的 に 検 証 を 行 い 、 財

政 の 健 全 化 、 ス リ ム 化 に 努 め ら れ た い 。  


